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[bookmark: _Toc109637711]１章　総則

[bookmark: _Toc109637712]１. 本書の位置づけ
　近江八幡市学校給食センター調理等業務事業（以下「委託事業」という。）の実施を委任する民間業者（以下「受託者」という。）を募集するにあたり、発注者がその「調理等業務の運営内容」について、受託者に要求するサービス水準を示し、本委託事業に参加する受託者の提案の具体的な指針を示すものである。

[bookmark: _Toc109637713]２. 業務名称・場所及び施設概要
(1) 事業名称　近江八幡市学校給食センター調理等業務委託（長期継続契約）
(2) 履行場所　近江八幡市内全域
(3) 施設概要　本委託事業の内調理業務を実施する施設等の内容は、下表のとおりである。

	所在地
	近江八幡市武佐町３２９番地１

	敷地面積
	7,391.96㎡

	延床面積
	4,300.37㎡　　　　1F　3,316.92㎡
2F　983.45㎡

	構造／規模
	鉄骨造２階建

	運営方式
	ドライ方式

	敷地内配送車停車スペース
	プラットホームに5台。
その他敷地内に10台程度駐車可能。

	建設年月
	平成２５年７月竣工

	調理能力
	９，０００食／日（最大）
※アレルギー対応食（最大200食／日）

	業務日数
	年間　約190日

	給食機能
	荷受室、魚肉検収室、野菜下処理室、調理室、サラダ・和え物室、アレルギー対応室、洗浄室、食品・調味料庫、米庫、魚肉下処理室、炊飯室、揚げ物・焼き物・蒸し物調理室、コンテナプール庫、残菜庫

	管理機能
	事務室、更衣室、シャワー室、研修室、休憩室、洗濯室

	附帯機能
	ホール・見学者通路、調理実習室、研修室

	主な特徴
	災害時の炊き出し機能
カゴごと食器洗浄システム
省力化炊飯システム



[bookmark: _Toc109637714]３. 契約期間
令和9年2月1日から令和15年7月31日までの長期継続契約とし、履行期間は令和10年8月1日から令和15年7月31日とする。
　　ただし、学校給食の配食開始は、令和10年9月1日からとする。

[bookmark: _Toc109637715]２章　本委託事業の関連条件
1. [bookmark: _Toc109637716]基本事項
1 受託者は、委託業務が教育の一環として行われる学校給食であることを十分に認識し、保健衛生に万全の注意を払い、適切な管理のもと、常に誠意を持って業務の遂行に努めること。
2 受託者は、委託業務を履行するに当たり、以下の関係各法令及び発注者の条例等を遵守して、発注者の指定する施設（各機器、器具等を含む。）及び食材（調味料等を含む。以下同じ。）を使用し、適切に委託事業に従事する者（以下「業務従事者」という。）を指揮監督すること。
≪法　令　等≫　・学校給食法
　　　　　　　　・食品衛生法
　　　　　　　　・労働基準法等の労働関係法令
　　　　　　　　・学校給食衛生管理基準（文部科学省）
　　　　　　　　・大量調理施設衛生管理マニュアル（厚生労働省）
　　　　　　　　・その他の関連法規等
≪発注者の条例等≫　・近江八幡市学校給食センター設置条例
・上記施行規則
・近江八幡市学校給食における異物混入対応マニュアル
・近江八幡市学校給食における食物アレルギー対応マニュアル
・滋賀県学校給食における食中毒発生対応マニュアル
(1) 事前研修及びその費用の負担
受託者は、委託事業の円滑な履行のため、業務委託契約の開始から学校給食の配食開始までの間に、委託事業の事前研修を近江八幡市学校給食センター（以下「給食センター」という。）において実施するものとし、その費用は、受託者の負担とする。
なお、事前研修の詳細については、発注者と協議のうえ、実施すること。
(2) 給食提供先及び調理食数等
別表1「給食提供先一覧表」のとおりとする。ただし、実際の食数は、その都度事前に提示する。
(3) 業務可能時間
受託者が業務を行う時間は、午前7時00分から午後5時15分を基本とする。
但し、基本時間内に業務の遂行が不可能となり、そのことにより給食に支障が起こることが予想され、やむを得ず基本時間外の業務が必要となる場合には、給食センター長の許可を取ること。
　朝の食材納入の検収業務については、業務時間を変更して確実な検収が行えるよう対応すること。
(4) 経費の負担区分
本委託業務における発注者と受託者の費用の負担区分については、別表2「費用負担区分」のとおりとする。なお、別表2における受託者の負担のうち、光熱水費に係る負担については、次のように取り扱うこととする。
　【光熱水費（燃料費含む）の負担に関する規定】
1 発注者専有部分も含め、受注者が負担する。
2 発注者及び受託者は、社会経済状況の変化に伴い、市場単価が大きく変動した場合双方の協議により、見直しを実施できるものとする。
3 見直し方法については次のように定める。
	Y＝X÷食数（１日当たり）÷調理日数
Y１＝X1÷食数（１日当たり）÷調理日数
Yは見直し前の１食当たりの単価、Y1は見直し後の1食当たりの単価
Xは契約時における見積額、X1は実績額
YとY1の比率が±3％以上である場合は、見直しを行うことができる。


4 【見直し方法詳細】
Y及びY1で採用する１食あたりの単価は、光熱水費（燃料費を含む。以下同じ）をもって算出するものとする。Xに代入する見積額については、受注者が契約時に積算した年間の光熱水費の見積額とし、X1に代入する実績額については、見直しを行う年度（以下「見直し年度」という。）の前年度の８月分から見直し年度の７月分までの光熱水費の実績額とする。
　YとY1が±３％以上である場合の見直し方法については、令和11年度から令和14年度については、受注者が契約時に積算した年間の光熱水費の見積額と見直し年度の前年度の８月分から見直し年度の７月分までの光熱水費の実績額との差額を増額又は減額して各年度末に変更契約を行う。その支払い方法については、差額分を各年度の３月分の委託料と相殺し、増減した額を３月分の委託料とする、また、令和15年度については、発注者の当初予算において、令和10年8月から令和14年７月までの光熱水費の実績額の平均値と受注者が契約時に積算した年間の光熱水費との差額を増額又は減額した額を反映させたうえで変更契約をするものとする。支払い方法については、差額分を７月分の委託料と相殺し、増減した額を７月分の委託料とする。
5 上記方法については、契約時に受託者及び発注者により事前に確認を行うものとする。
6 見直しに係る変更契約については当該年度末に行うこととする。
7 上記光熱水費により、変更契約を行った場合は、Xは見直し後の最新の見積額を随時適用していくこととする。
(5) 施設等の利用
1 受託者は、施設（配膳室含む。）及び施設の設備、備品や機器・器具等（以下「施設の設備等」。）の利用に際して、発注者と別に無償貸与契約を締結することとする。なお、機器の利用にあたっては、取り扱いマニュアルを作成し、適切な管理運営を行うこと。
2 受託者は、発注者の所有する施設の設備等を使用して業務を行うため、使用に際しては、善良なる管理者としての注意義務をもって管理し、破損・故障等については、受託者の責任において現状に戻すこと。なお、どのような場合の破損・故障等においても、業務日誌等の書面で報告すること。
3 施設の設備等のうち、貸与品については別表3「厨房機器リスト」を基本とする。なお、それ以外に必要な備品・器具等については、別表4「設置備品一覧表」を参考に、受託者の負担により必要なものを設置すること。
4 受託者は、発注者より貸与を受けた施設の設備等を本委託業務以外に使用してはならない。
(6)  リスク分担方針
契約締結後の発注者と受託事業者（以下「受託者」という。）の主なリスク分担方針は、以下のとおりとする。これらは、帰責事由の所在が不明確になりやすいリスクについて、その方針を示したものである。

	リスクの種類
	リスクの内容
	負担者

	
	
	発注者
	事業者

	事業の中止・延期
	発注者の指示によるもの
	○
	

	
	受託者の事業放棄、破綻
	
	○

	不可抗力
	大規模な災害や暴動等による履行不能
	○
	

	許認可等
	事業実施に必要な許認可取得等の遅延等
	
	○

	計画変更
	事業内容の変更
	○
	

	運営費上昇
	計画変更以外の要因による運営費用の増大
	
	○

	施設損傷
	受託者の責に帰すべき事由による場合
	
	○

	
	上記以外
	○
	

	需要変動
	実施条件を超える需要変動
	○
	

	
	上記以外
	
	○

	調理事故・異物混入等
	受託者の責に帰すべき事由による場合
	
	○

	
	上記以外
	○
	

	性能
	要求仕様不適合
	
	○



2. [bookmark: _Toc109637717]実施体制
受託者は、委託業務が「安全安心な学校給食」の提供であることを考慮し、発注者が提示する本要求水準書及び各指示書等に従い、安全かつ確実に委託業務を遂行するために必要な業務従事者の配置を行うものとする。
なお、次に掲げる責任者等については、一般業務従事者と兼務することができるものとする。
(1) 責任者等
1 総括責任者（1人）
総括責任者は、調理・配送・配膳の各業務全般を掌理し、調理責任者及び配送業務責任者、各校園の配膳員を指揮監督するとともに、受注者側の現場責任者として発注者との連絡調整の任に当たるものとし、適正な衛生管理の確保及び円滑な業務の推進を図るため、必要に応じて適切な指導・教育を行うこと。
なお、総括責任者は、1日5,000食以上の学校給食調理施設において3年以上の実務経験（※1）を有し、管理栄養士、栄養士（※2）又は調理師（※3）のいずれかの資格を有し、かつ、業務全般に関する相当の知識と経験を有する者とする。総括責任者は常勤の正社員として配置すること。
2 調理責任者（1人）
調理責任者は、調理業務（調理・洗浄及びこれらに付随する業務）全般を掌理する責任者として、総括責任者を補佐し、調理員の指揮監督すること。特に調理時間中は、調理場内で調理員全体の動きを把握し、衛生管理も含め適切に指示を行うなどして、監督すること。なお、調理責任者は1日5,000食以上の学校給食施設において3年以上の実務経験を有し、かつ、管理栄養士、栄養士又は調理師のいずれかの資格を有する常勤の正社員として配置すること。
3 調理副責任者（1人）
調理副責任者は、調理責任者に事故があるときにその職務を代行する者として、1日5,000食以上の学校給食施設において2年以上の実務経験を有し、かつ、管理栄養士、栄養士のいずれかの資格を有する常勤の正社員として配置すること。
4 調理班長（数名）
調理班長は、各調理の指導的役割を担う者として、学校給食を大量調理する施設（※4）での実務経験を1年以上有するものとし、常勤の正社員として配置すること。
ただし、アレルギー対応食については、専任の調理班長として栄養士の資格を有する者を1名配置すること。
5 配送業務責任者（1人）
配送業務責任者は、配送業務全般を把握し、また、配送車の安全運転を管理するものとし、自動車運転経験3年以上、かつ、配送業務経験を3年以上有する常勤の正社員として配置すること。ただし、この者に交通道徳指導者として不適格な行いがあった場合は、速やかにその任を解き、新たに適格者を配置すること。
6 食品衛生責任者（1人）
食品衛生責任者は（※5）、「学校給食衛生管理基準」における衛生管理責任者及び「大量調理施設衛生管理マニュアル」における衛生管理者を兼ね、施設及び設備の衛生管理並びに食品の衛生及び業務従事者の衛生の日常管理等を行うものとして、管理栄養士又は栄養士のいずれかの資格を有する常勤の正社員を配置すること。
なお、食品衛生責任者は調理責任者又は調理副責任者と兼務することができる。
7 施設・設備点検責任者（1人）
施設及び設備点検責任者は、施設、機械、調理機器等設備の安全運転の管理監視及び軽微な機械機器等の故障に対応するために、ボイラー取扱技能講習受講済者及び危険物取扱者乙種第4類の資格を有する常勤の正社員として配置すること。
なお、施設・設備点検責任者は調理副責任者又は調理班長を兼務することができる。
8 各業務従事者
（1） 調理員
献立内容および食数に応じて調理業務に必要な人員を適正に配置すること。調理員は「学校給食衛生管理基準」「大量調理施設衛生管理マニュアル」に基づいた適切な作業を行うこと。
（2） 配送員
給食の食器・食缶の配送及び回収業務に必要な人員を適正に配置すること。
なお、配送業務のみとし、調理業務を兼ねないこと。
（3） 配膳員
給食の食器及び食缶コンテナを受配し、配膳室の清掃業務、返却業務を行うものとし、発注者が検討する各受配校（園含む。以下同じ。）における配膳員については、別表１記載の人員であり、受託者は必要人員の確保に努めること。また、地元採用に努めること。

	（※1）「学校給食の実務経験」とは、それぞれ通算の期間において1従事日につき、休憩時間を除き6時間以上従事することを常態としたものでなければならない。
（※2）「管理栄養士、栄養士」とは、栄養士法（昭和22年法律第245号）第2条に規定する栄養士免許を有する者をいう。
（※3）「調理師」とは、調理師法（昭和33年法律第147号）第3条に規定する調理師免許を有する者をいう。
（※4）「学校給食を大量調理する施設」とは、学校給食を1日750食以上又は同一メニューを1回300食以上調理する共同調理場等をいう。
（※5）食品衛生責任者とは、滋賀県が「食品衛生責任者」と認める者、若しくは、県の養成講習を修了した者をいい、管理栄養士又は栄養士の有資格者をいう。


(2) 選任報告書
選任した総括責任者、調理責任者、調理副責任者、配送業務責任者、食品衛生責任者ならびに施設・設備点検責任者（以下「責任者」という。）について、それぞれの選任報告書及び次の添付書類を業務開始の3週間前までに発注者に提出すること。
また、責任者を変更する場合は、責任者変更報告書を直ちに発注者に提出すること。
	報告書
	添付書類

	総括責任者選任報告書
	資格を証する書類の写し

	調理責任者選任報告書
	資格を証する書類の写し

	調理副責任者選任報告書
	資格を証する書類の写し

	配送業務責任者選任報告書
	資格を証する書類の写し

	食品衛生責任者選任報告書
	資格を証する書類の写し

	施設・設備点検責任者選任報告書
	資格を証する書類の写し


(3) 業務従事者名簿の提出
業務従事者の名簿を業務従事者報告書により業務を開始する2週間前までに発注者に提出すること。また、変更があった場合は、業務従事者変更報告書を直ちに発注者に提出すること。
(4) 業務従事者の指揮監督等について
業務執行に際し、業務従事者を指揮監督し、業務従事者に対し労働基準法、労働者災害補償保険法その他関係法令上の一切の責任を負うこと。
(5) 業務従事者の服務
1 総括責任者は、要求水準に沿って業務が履行されるよう各書類の作成・実施に関する指揮監督、業務全般の責任を負うこと。
2 総括責任者は、業務中の火災、盗難などの事故が起こらないようにすること。
3 総括責任者は、常に所在・連絡先を明らかにし、業務履行に関して発注者と連絡及び調整を行うことができるようにしておくこと。
4 業務に従事する者は、言動に注意し、教職員、園児、児童、生徒、保護者及び来訪者に不快感を与えないこと。
5 業務に従事する者は、業務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。また、業務従事者でなくなった場合においても同様とする。
3. [bookmark: _Toc109637718]業務分担区分
　本委託業務における発注者と受託者の業務区分は、別表5「業務の分担区分表」及び次のとおりとする。
[bookmark: _Toc109637719]【発注者の業務】
(1) 学校給食献立及び指示書等の作成
1 年間学校給食実施計画書を作成し、受託者に提示する。
2 学校給食献立（以下「献立」という。）を作成し、月間献立予定表として受託者に提示する。
3 献立表に基づき、「調理工程指示書」及び「アレルギー対応食指示書」を作成し、受託者に提示する。
4 調理工程指示書に変更が生じた際は、調理工程変更指示書を作成し、受託者に提示する。
(2) 調理食数等
1 当該月の行事予定及び調理食数を、前月の20日（この日が土・日曜日及び休日の場合は、その直前の稼働日）までに受託者に提示する。
2 受配校からの届出により調理食数に変更が生じた場合は、提供日の2稼働日前までに受託者にその内容を提示する。ただし、突発的な感染症等による学級閉鎖の場合は、届出日の翌日から変更することとする。
(3) 食材の調達及び検収
1 献立及び調理食数に応じた食材を発注者において選定のうえ、契約・発注し、発注先より給食センターへ納入を行うこととする。（パン・ソフトめん・牛乳・デザートについては発注先より直接学校（園）へ納入。）
2 食材の納品については、肉類及び葉野菜は、原則として調理当日の午前７時から午前7時30分に納品し、その他の食材は、基本前日の16時までに納品することを発注先に指示する。
3 受託者から報告された在庫報告書により、必要に応じて食材の補充を行うこととする。
4 食材の納品時における検収については、発注者も必要に応じて立ち会うものとする。
(4)  その他管理等
1 専門業者発注等による清掃・保守（空調機器・調理機器等）。
[bookmark: _Toc109637720]【受託者の業務】
　「学校給食衛生管理基準」及び「大量調理施設衛生管理マニュアル」に基づき、以下の事項の業務を行うこととする。
(1) 検収・検食業務
1 受託者は、給食センターに納品される食材の確実な検収を行うため、納品までに担当者を２名以上確保し、対応するものとする。
2 給食センターに納品される食材の検収については、あらかじめ定めた検収責任者が「検収表」に基づき責任をもって行い、引き渡しを受けるものとする。ただし、食材トラブル等の対応は必要に応じて施設管理責任者等も立ち会う。
3 検収済みの食材については、受託者の責任において適正に管理・保存すること。
4 受託者は、調理された給食については、近江八幡市学校給食センター施設管理責任者（以下「施設管理責任者」という。）又はその代行者が行う検食のため配膳運搬等を行い、その評価を受けなければならない。なお、その評価については、業務の参考とすること。ただし、万が一異常があった場合は、施設管理責任者と総括責任者が協議する。また、検食は、アレルギー対応食も含むものとする。
(2) 調理業務
1 調理の打ち合わせを前日までに行い、各調理作業別にその内容の確認を行うこと。
2 下処理及び調理の作業中に生じたトラブルは、速やかに発注者に状況、原因等を詳細に報告すること。
3 「調理工程指示書」「調理工程変更指示書」「アレルギー対応食指示書」等に基づく「調理作業工程表」及び「調理作業動線図」を作業日の5日前までに発注者に提出し、承認を受けた業務内容で調理作業を行うこと。
4 調理業務は、発注者の指示により納入された食材を使用して調理すること。
5 受託者は、発注者が提供する献立、食数及び学級編成等の情報に基づき、調理設備及び調理工程を考慮した釜割り計画を作成するとともに、学校（園）・学級ごとの配缶数量の割り振りを行うこと。
6 炊飯に使用する白米は、入荷の順に使用すること。
7 [bookmark: _Hlk234513624][bookmark: _Hlk234513752][bookmark: _Hlk234514169]食物アレルギー等により、発注者の作成した通常の献立を喫食できない園児、児童及び生徒に対しては、「学校給食における食物アレルギー対応マニュアル」に基づいた発注者の指示に従い、食物アレルギー室等で、別に献立の調理を行うこと。
8 調理後喫食までの時間は、配送・配膳時間も考慮しつつ、可能な限り短縮し、最大2時間以内に努めること。
9 受託者の責任でない食品等の過不足、不良品等については、発注者に連絡すること。なお、受託者の責任での調理過失については、受託者で対応のうえ、発注者に連絡すること。
10 業務終了後は、発注者に、必ず業務完了報告書類（調理作業工程表・作業動線図・検収表・学校給食日常衛生点検票等）の提出を行うこと。
11 受託者の責に帰する理由による食材等の損失に伴い、調理された給食の受渡しができない場合については、発注者の指示に従い、弁済すること。

(3) 配缶業務
1 調理した食品を発注者が指示する学校（園）別、学級ごとに配缶割り振りを行い、計量・配缶すること。また、調理済のアレルギー対応食については「学校給食における食物アレルギー対応マニュアル」に基づいた発注者の指示に従い、個別の専用容器に入れて他食缶と区別すること。
2 配缶は配送までの時間が極力短くなるようにして開始すること。また、数量を誤ることなく、再確認し、過不足の有無などを点検し、1人分が均等になるよう適量にわけて配缶すること。
3 その日の献立に給食センターから配送する添加物、デザート等がある場合は、学校（園）及び学級ごとに小分け及び梱包すること。
4 ①・②・③及び食器類等をコンテナに積み込み、配送業務担当者に受け渡すこと。
(4) 配送回収業務
1 受託者は、別表1や公開資料「学校地図」を基に、配送計画を作成し、毎年度給食開始までに発注者に提出し承認を得なければならない。ただし、沖島小学校及び幼稚園等について、沖島まで専用車両・船等を使用し配送すること。
2 配送車は、受託者の負担において「配送計画」を滞りなく遂行するために必要な台数を用意すること。また、配送車は発注者の承諾を受けたものでなければならない。なお、配送車は給食配送回収専用車両とし、その他の業務に使用してはならない。
3 配送車側面に「近江八幡市学校給食センター」と表示すること。
4 配送については、「配送計画」に基づき、準備の完了したコンテナを配送車に積載し、各学校（園）の受配室に配送及び搬入すること。各学校（園）の給食時間終了後は、全てのコンテナの回収を行い、給食センターに搬送すること。
5 返却された食缶、食器等を洗浄し、各指定の消毒保管庫への格納作業及びコンテナの洗浄・整理作業を行うこと。食器について、通常の食器洗浄に加えて年1回以上漂白及び洗浄を行うこと。
6 学校（園）から返却された残飯は受配校毎の主食・主菜・副菜の種類別に計量し、記録すること。
7 業務の実施においては事故のないよう十分に注意を払うとともに、生徒・児童・園児・教職員及び第三者に最大限の注意を払い、給食配膳員と協力し事故防止等安全確認に万全を期すること。なお、事故が発生した場合は、直ちに適切な処理をとり、速やかに発注者に連絡すること。
8 受託者の責めに帰すべき事故等により、コンテナ、食缶、食器等の備品を破損した場合は、発注者と協議のうえ、受託者の負担によりこれらを原状に復すること。
9 受託者の責めに帰すべき事故等により、給食が提供をし得ない状態になった場合には、発注者と協議のうえ、受託者の負担により食材の補償を行うとともに、代替の給食を提供すること。
10 配送車は、衛生管理を徹底し、常に清潔な状態を保つこと。
11 配送車の道路運転車両法（昭和26年法律第185号）の規定に基づく車両検査は、春季又は夏季長期休業期間中等の給食センター業務に支障のない範囲において行うこと。
12 配送車を給食センター敷地内に保管する場合は、施設管理責任者の指示する場所に保管すること。ただし、管理については受託者の責により行うこと。
13 沖島小学校については、食器は小学校の調理室で洗浄し、消毒保管庫への格納すること。
(5) 配膳業務
1 [bookmark: _Hlk234421642]納入業者より直接学校（園）に納品される牛乳・パン・ソフトめん・デザート等の検収については、開始前にワゴン、棚等の清拭とアルコール噴霧消毒をし、点検項目に基づき行うこと。なお、異常があった場合は、発注者に報告すること。
2 パンはパン箱（使用前にアルコール消毒したもの）にクラス毎に仕分けをし、保管しておくこと。
3 牛乳はクラス毎に仕分けをし、喫食直前まで保冷庫に保管しておくこと。
4 各学校（園）において、配送担当者よりコンテナを受け入れ、検収を行うこと。
5 アレルギー対応食の配膳については「学校給食における食物アレルギー対応マニュアル」、各校園のアレルギー対応手順等に従い実施すること。
6 配膳員は、検収後の給食（アレルギー対応食含む）については、校長（園長）又はその代行者が行う検食のため配膳運搬等を行い、その評価を受けなければならない。なお、万が一異常があった場合は発注者に報告すること。
7 給食の運搬については、小荷物昇降機又はエレベーターにて各階配膳室に配備すること。ただし、配備については、各学校（園）の施設に応じた配備を行うこと。なお、金田幼稚園においては、小荷物昇降機等設備がないため、配膳員が階段にて各階配膳室に配備すること。
8 各幼稚園・こども園での配膳業務は、給食の盛り付け補助も行うこと。
9 給食終了後、全てのコンテナを受配室に回収し、配送員に受け渡しを行うこと。
10 牛乳パック等の廃棄物についても回収し、受託者にて洗浄等適切な処理を行い、各学校（園）が指定する場所に集積すること。余った牛乳やパンなどその他の廃棄物についても当日中に適切に処分すること。
11 各受配校に備え付けのパン箱・牛乳箱は毎食洗浄し、適切に保管すること。
12 受配室・配膳室・小荷物昇降機やエレベーター内・床面等の清掃は毎日行い、常に清潔保持に努めること。また、不用なものを置かないようにすること。
13 各受配校の配膳室への配備時間及び受配室及び配膳室の施錠については各学校（園）の指示に従うものとする。
14 配膳業務の中で生じたトラブルは、速やかに発注者に状況、原因等を詳細に報告すること。
15 配膳業務については、各学校（園）に適した対応が必要となるため、事前に各学校（園）と協議すること。
(6) 施設管理等
1 [bookmark: _Hlk234498355]施設の設備等及び施設周辺について、清掃、整理整頓を行い清潔に保つこと。
2 調理場、ボイラー設備、機械室等及び調理機器、調理器具等は、日常業務に支障がないよう衛生的に点検及び管理を行い、結果を「ボイラー及び圧力容器安全規則自主検査表」「学校給食日常点検票」「業務日誌」に記録し発注者に報告すること。
3 各調理器具の洗浄における洗剤については、発注者の指示する洗剤を使用すること。
※詳細については別表7「洗浄機の指定洗剤と量の目安」参照
4 ダクト清掃は年1回以上実施すること。（担当の方でできる範囲の清掃）
5 グリストラップ及びオイルストラップの清掃は、受託者により日常の清掃を実施すること。なお、発注者は年３回程度業者清掃を実施する。
6 生ごみ処理機については、菌補充（受託者にて購入先を選定）のほか、残飯の下処理等が発生する場合は実施の上、活用すること。
	使用量(想定)
	1台当たり
	2台にて

	
	半年毎
	年間
	年間

	エコボール
	225kg
	450kg
	900kg

	菌たろう
	3kg
	6kg
	12kg


7 三季休業（夏休み、冬休み、春休み）前後については、施設及び機器・器具等（消耗品含む。）の清掃、消毒、点検等を適切に実施し、衛生管理に努めること。
(7) 業務管理
1 業務従事者報告書を発注者に2部提出し、常備するものとする。また、業務従事者に変更があるときは、改めて業務従事者報告書を提出するものとする。
2 緊急時の対応のため、連絡要員を事前に発注者に報告しておくこと。
3 長期休業中の作業等については、事前に出勤・作業予定表を施設管理責任者に提出のこと。
4 工事等により清掃及び立ち会い等が必要な場合は協力すること。（長期休業中含む。）
5 廃棄物（本業務によって生じた不要物及び残菜・残飯等）の適正管理は次のとおり行うこと。
	ごみの種類 
	処  理  方  法 

	野菜屑・残菜・残飯 
	生ごみ処理機等を活用した適切な処理を行うこと。

	段ボール 
	たたんで所定の場所に置くこと。 

	空き缶・空き瓶・
ペットボトル 
	洗浄後、所定の場所に置くこと。 

	廃油
	リサイクルするため、市の指示により所定の場所で保管すること。 

	牛乳パック 
	リサイクルするため、市の指示により所定の場所に置くこと。 

	その他のごみ 
	可燃ごみ、不燃ごみに分別し、所定の場所に置くこと。 


(8) 衛生管理
1 学校給食法第9条第1項の規定に基づき定められた「学校給食衛生管理基準」、厚生労働省作成の「大量調理施設衛生管理マニュアル」に基づき、調理員・配膳員・配送員等の業務従事者の健康管理、食品管理及び施設・設備等の管理を行うこと。
健康管理について、業務従事者の健康診断を定期的に行うほか、毎朝、個人別健康観察記録票により、業務従事者及び業務従事者の同居する家族の健康状態を確認し、異常を認めた場合は、その状態により適切な処置を行うこと。また、ノロウイルスの検査については10月から3月の間に毎月1回以上実施すること。ただし、発注者が必要と判断した場合には、随時追加検査すること。
2 給食調理業務においては、学校給食法第9条第1項の規定に基づき定められた「学校給食衛生管理基準」における「学校給食日常衛生点検票」等に基づき、確実に衛生管理を行うこと。
3 白衣・靴等は区域ごとに準備すること。白衣等は洗濯室で洗い、持ち帰らないこと。
4 受託者の使用する部分については、受託者の責務において害虫駆除を実施すること。ゴキブリや鼠、ハエ等の衛生害虫の発生状況を1か月に1回以上点検し、発生を確認した場合にはその都度、駆除すること。
5 調理済食品の細菌検査を年1回以上受託者が実施し報告すること。また、発注者が実施する検査にも協力すること。
6 受託者において定期的に衛生点検を実施し、結果を報告すること。
(9) 研修等
1 業務従事者に対し、施設の維持管理、調理、食品の取り扱い、衛生管理及び緊急時の対応等が円滑に行われるよう学期に1回以上研修を行い、業務従事者の資質管理に努めること。なお、研修資料等を添付の上、研修結果報告を必ず行うこと。
2 業務従事者を新たに採用した場合は、必ず一定期間、初任者研修を実施したうえで業務に従事させること。
3 配送従事者に対し、業務が安全かつ衛生的に遂行されるよう、交通安全、衛生管理等に関する研修を行い、資質の向上に努めること。
(10) その他附帯する業務
その他附帯する業務についても、実施すること。
また、必要に応じて発注者と業務範囲の確認を行うこと。


(11) 協力事項
1 食育の推進の協力
特色ある給食や地産地消、食育関係事業及び児童等とのふれあい交流事業等、市の方針に従い、その対応に協力すること。また、嗜好調査等を発注者が企画する際には協力すること。
2 視察や学校（園）訪問等の協力
学校（園）等からの視察や試食会及び調理場の学校（園）訪問等、必要に応じで業務責任者等の出席について協力すること。
3 実習生等受入れの協力
職場体験や実習生の受入れ等については可能な範囲で協力すること。
4 立ち入り検査等の協力
保健所等の立ち入り検査については協力し、必要な書類を準備すること。また、見学者や施設修繕等の対応についても協力すること。
5 会議の出席
発注者主催の会議等において、発注者より参加を求められた場合には、業務責任者等を出席させる等の協力をすること。
6 各種調査資料等の協力
発注者が、各種調査資料等を求めたときには協力すること。
7 緊急時の対応
緊急用備蓄食品等必要な物資をトラックで運搬するなど協力すること。

4. [bookmark: _Toc109637721]各種届出等
(1) 営業許可の取得
受託者は、食品衛生法第52条の規定による営業許可等必要な許認可を取得し、業務開始2週間前までに営業許可証の写しを発注者に提出すること。
(2) 機器の取り扱いマニュアルの作成
受託者は、委託業務の開始日までに、給食センターの各機器に対応した取り扱いマニュアルを作成のうえ、発注者に報告して承認を得ること。
(3) 緊急対策マニュアル及び衛生管理マニュアルの作成
受託者は、委託業務の開始日までに、「大量調理施設衛生管理マニュアル」、「学校給食衛生管理基準」に準じた、「緊急対策マニュアル」及び「衛生管理マニュアル」を作成のうえ、発注者に報告して承認を得ること。
(4) 業務計画書等の提出
受託者は、本要求水準に基づいた業務計画書を、発注者の指定する日までに提出すること。また、業務終了後には関係書類を作成し、発注者に提出すること。なお、報告様式は任意の報告書で可能とする。発注者は報告様式や事項について、追加または変更がある場合は、その都度受託者に指示する。
	報告書
	提出期限
	様式

	従事者報告書
	年度初めの給食開始前
	任意

	従事者変更報告書
	変更時
	〃

	定期健康診断結果報告書
	実施後直ちに
	〃

	検便結果報告書
	実施後直ちに
	〃

	研修報告書
	実施後直ちに
	〃

	業務完了届
	翌月10日まで
	〃

	調理作業工程表（実施前）
	作業の5日前まで
	〃

	調理作業動線図（実施前）
	〃
	〃

	委託業務完了報告書（日報）
	毎日業務終了後
	〃

	学校給食日常点検票
	〃
	〃

	調理作業工程表（実施後）
	〃
	〃

	調理作業動線図（実施後）
	〃
	〃

	個人別健康観察記録簿
	〃
	〃

	中心温度記録表
	〃
	〃

	保存食記録表
	〃
	〃

	検収表
	〃
	〃

	残菜計量記録表
	〃
	〃

	配送記録表
	〃
	〃

	配膳室日常点検票
	発注者が提出を求めたとき
	〃

	配膳室検収表
	〃
	〃

	事故報告書
	発生後直ちに
	〃


5. [bookmark: _Toc109637722]委託事業の実施状況の把握
(1) モニタリングの実施
発注者が学校（園）及び児童生徒等を対象に、委託業務に対して提供されているサービスの内容の把握を目的として、定期又は随時にモニタリング調査を行う場合は、受託者はこれに協力すること。
6. [bookmark: _Toc109637723]業務完了、委託料等に関する条件
(1) 委託料の支払い
1 受託者は、委託業務の完了届とともに、当該月の分の委託料を発注者に請求することができることとする。発注者は、当月分の支払請求書を受理した日から30日以内に委託料を支払うものとする。なお、委託料の支払に際し、受託者が本委託業務の要求水準の内容を満たしていないと認める時は、この限りではない。
2 発注者が支払う各月の委託料の額は、同一年度内の年間委託料をその契約月数で均等に分割した額とする。この場合において、各月の委託料は100円未満を切り捨てるものとし、切り捨てた額の合計額は、年度最終の請求額に加えることとする。なお、各年度の契約時点に加算する消費税については、当該年度の契約時点における法律を適用するものとする。
(2) 初年度の取り扱い
初年度の委託料ついては、履行期間となる令和10年8月1日から令和11年3月31日までの８か月で年間委託料を均等に分割した額とし、その初回の支払については、8月分より行うものとする。なお、各月の委託料は100円未満を切り捨てるものとし、切り捨てた額の合計額は年度最終の請求額に加えることとする。
(3) 支払の減額等
発注者は、本要求水準書で定められた業務水準を充足していないことが判明した場合は、委託料の減額等を行うことができるものとする。
受託者が前段の措置を受けた場合は、その結果を真摯に受け止め、直ちに業務の改善を実施して、その内容を発注者に報告することとする。
7. [bookmark: _Toc109637724]契約保証
(1) 契約保証金
1 本委託事業の受託者は、この契約の締結と同時に、初年度の委託料の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を提供しなければならない。
2 次年度以降については当該年度の委託料の100分の10以上を満たすよう、その不足分を補うものとする。なお、保証金の納付又はこれに代わる担保の提供にあたっては、各年度の業務開始（3月末）までに行うものとする。
(2) 連帯保証人
1 受託者は、本委託事業を受託するに当たり、本要求水準を満たす事業の実施が可能な連帯保証人を、そのことが確認できる書類を添えて事前に発注者に通知しなくてはならない。発注者は、通知のあった連帯保証人が適格であるかを判断し、不適な場合は、その理由を示して変更を求めることができる。なお、連帯保証人は令和8年度近江八幡市役務提供入札参加有資格者名簿の給食調理業務に登録されている者に限る。
2 発注者は、受託者から通知のあった連帯保証人が本業務を履行するに当たり適格であると判断した場合は、発注者、受託者、連帯保証人において本業務委託契約を行うこととする。
8. [bookmark: _Toc109637725]損害賠償責任等
(1) 受託者の債務不履行の場合
1 受託者の責めに帰すべき事由により債務不履行又はその懸念が生じた場合には、発注者は受託者に対して改善勧告を行い、速やかに改善策の提出及びその実施を求めることができるものとする。受託者が発注者の指定する期間内に十分な業務の改善が行わなかったときは、発注者は契約の解除及びこれにより生じた損害賠償を請求することができることとする。なお、契約時に納付されている契約保証金又はこれに代わる担保については、損害賠償に充当する。
2 発注者は前項の規定により契約が解除された場合、また、受託者が本委託事業を完全に履行する見込みがないと認める場合は、連帯保証人に対し、本委託事業の実施を求めることができる。
3 連帯保証人は、前項の規定による委託業務の実施の請求があったときは、受託者に代わり委託業務を実施しなければならない。なお、連帯保証人の委託業務実施期間は、本委託業務における新たな委託契約業者が決定するまでの期間とする。
(2) 発注者の債務不履行の場合
1 発注者の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難となった時は、受託者は契約を解除できることとする。
2 前号において、受託者が契約を解除した場合、受託者は発注者に対し、これにより生じた損害賠償を請求できることとする。
(3) 当事者の責めに帰すことのできない理由により継続が困難となった場合
不可抗力又は受託者及び発注者の責めに帰すことができない事由により業務の継続が困難となった場合、発注者及び受託者双方により業務継続の可否について協議する。一定期間内に協議が整わないときは、相手方に対する事前の通知により、発注者又は受託者は契約を解除できるものとする。
9. [bookmark: _Toc109637726]長期継続契約に係る取り扱い
(1) 契約の解除
当該長期継続契約については、通常の解除以外に次のいずれかに該当する場合、発注者及び受託者は契約を解除できる。この場合において、当該解除に伴う損害の賠償を請求することができない。
1 当該契約に係る予算の額に減額又は削除があったとき。（この場合は、速やかに受託者に対して書面によりその旨を通知する。ただし、契約内容、数量等の変更により、減額後における予算の範囲で契約を継続できるときは、契約変更等により対応する）
2 契約の内容に新たな事項を追加する必要があるとき。

10. [bookmark: _Toc109637727]災害時の対応
業務従事者は、火災、その他の災害を発見した際は、被害を最小限に止める措置を行うとともに、直ちにその旨、施設管理責任者に報告すること。
また、地震・風水害等の大規模災害発生時には、給食センターが災害対応拠点となることから、受託者は万全の協力体制をとり、炊き出し等の調理業務に協力すること。
11. [bookmark: _Toc109637728]その他
(1) 委託事業実施に係る特約事項
1 献立変更等による業務変更については、発注者の指示により業務を遂行すること。
2 学校（園）行事（等のため、給食時間の変更のある場合は、適切に対応すること。
3 学校（園）訪問、給食試食会が実施される場合は、協力すること。
4 近江八幡市・学校（園）等の行事や視察など、必要に応じて総括責任者や食品衛生管理責任者などの職員は、参加して協力すること。
5 地産地消の推進については、発注者の方針に従い、その対応に協力すること。
6 受託者は、配食を受ける児童生徒と同じ目線に立って給食調理業務を行わせるため、調理業務実施日には業務従事者に給食センターで調理した給食を昼食として提供することとし、その費用を発注者に支払うこととする。
7 給食センターに通勤用自動車を駐車する者は、近江八幡市庁舎駐車場の使用手続き及び職員駐車場代の徴収等に関する規則に基づき、市長の許可を得るとともに、必要な駐車場代金を発注者に支払うこととする。（令和8年度／１月510円）
(2) 事前研修等の実施
1 施設の設備等に係る研修
施設の設備等については、厨房機器メーカーの指導のもと、調理業務実施日までに操作方法の習得に努めること。
2 配送及び回収に係る試験運行
調理業務実施日までに、配送及びコンテナを使用した実際の配送業務を、試験運行として実施すること。
3 事前清掃の実施
業務実施日までに、使用する設備、器具及び食器、配送車等を全て洗浄し、清掃を行うこと。
4 調理・配送・配膳リハーサルの実施
給食開始日まで、又は契約期間内において、発注者の指定する日（土、日、祝日を含む）に給食実施校対象のリハーサルを行うこと。
5 費用の負担
事前研修等に係る各種費用（食材費含む）については、受託者の負担とする。
6 研修成果の報告
試験運行等の結果について発注者に報告を行い、業務遂行における課題等について発注者と共有し、業務が円滑に進むよう、改善点等について報告すること。
(3) 要求水準に定めのない事項
[bookmark: _top]本要求水準は業務の大要を示すもので、定めのない事項であっても、本要求水準に付随する業務は、誠意をもって遂行すること。なお、疑義が生じたときは、発注者と受託者で協議する。
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